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１ 民間給与関係

令和２年職種別民間給与実態調査の概要

今回の報告の基礎となった職種別民間給与実態調査の概要は，次のとおりである。

⑴ 調査の目的

この調査は，職員の給与を検討するため，民間給与の実態を調査したもので

ある。

⑵ 調査の内容等

ア 調査の内容

この調査の内容は，次のとおりである。

(ア) 昨年８月から本年７月までの特別給の支給実績

(イ) 民間企業における給与改定の状況等

(ウ) 本年４月分として個々の従業員に支払われた給与月額等

(エ) 本年４月分の初任給の状況

なお，このうち，今回の報告の基礎となったのは，(ウ)及び(エ)に関する調査

である。

イ 調査期間

本年においては，新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により，ア

(ア)及び(イ)に関する調査を先行して実施した。各調査期間は，次のとおりであ

る。

・ ア(ア)及び(イ)に関する調査：６月29日（月）～７月31日（金）

・ ア(ウ)及び(エ)に関する調査：８月17日（月）～９月30日（水）

⑶ 調査機関

徳島県人事委員会及び人事院等

⑷ 調査の範囲等

ア 調査の範囲

(ア) 調査対象事業所（母集団事業所）

全産業の企業規模50人以上で，かつ，事業所規模50人以上の県内の民間

事業所 243事業所

なお，本年は，新型コロナウイルス感染症に対処する厳しい医療現場の

環境に鑑み，病院は調査対象から除外した。

(イ) 調査対象職種

54職種（行政職相当職種22職種 その他の職種32職種）
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イ 調査対象の抽出

(ア) 標本事業所の抽出

母集団事業所を，組織，規模，産業により９層に層化し，これらの層か

ら106事業所を無作為に抽出し調査を行った。

今回の報告の基礎となった調査における調査完了事業所数は，第１表の

とおりである。

(イ) 従業員の抽出

初任給関係以外の調査職種については，これに該当する従業員が多数に

上るときは，抽出した従業員について調査を行った。なお，臨時の従業員

及び役員は全て除外した。

ウ 集計

(ア) 調査実人員は，行政職相当職種が3,856人（初任給関係212人，初任給関

係以外3,644人）であり，その他の職種が458人（初任給関係49人，初任給

関係以外409人）である。

なお，初任給関係以外の調査職種該当者の推定数は11,000人であり，こ

のうち，行政職相当職種は9,286人である。

(イ) 総計及び平均の算出に際しては，母集団に復元して行った。

⑸ その他

調査項目及び調査結果の概要は，第１表から第４表までに示すとおりである。
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第１表 産業別，企業規模別調査事業所数

企業規模 100人以上
規模計 500人以上 100人未満

産業 500人未満

事業所 事業所 事業所 事業所

産 業 計 89 28 44 17

農 業 ， 林 業 ， 漁 業 1 0 0 1

鉱 業 ， 採 石 業 ，
5 1 2 2

砂 利 採 取 業 ， 建 設 業

製 造 業 50 16 29 5

電気・ガス・熱供給・水道業，
8 5 1 2

情報通信業，運輸業，郵便業

卸 売 業 ， 小 売 業 7 0 4 3

金 融 業 ， 保 険 業 ，
1 0 0 1

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

教 育 ， 学 習 支 援 業 ，
17 6 8 3

医 療 ， 福 祉 ， サ ー ビ ス 業

（注）１ 上記調査事業所のほか，企業規模，事業所規模が調査対象となる規模を下回って

いたため調査対象外であることが判明した事業所が４所，調査不能の事業所が13所

あった。

２ 調査対象事業所106所から企業規模，事業所規模が調査対象外であることが判明し

た事業所４所を除いた102所に占める調査完了事業所89所の割合（調査完了率）は，

87.3％である。

３ 「サービス業」に含まれる産業は，日本標準産業大分類の「学術研究，専門・技

術サービス業」，「宿泊業，飲食サービス業」，「生活関連サービス業，娯楽業」，

「複合サービス事業」及び「サービス業（他に分類されないもの）」（宗教及び外

国公務に分類されるものを除く。）である。
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第２表 初任給の改定状況
（単位：％）

項目 新規学卒者 新規学卒者

初任給の改定状況

学歴 企業規模 の採用あり 増額 据置き 減額 の採用なし

規模計 36.3 (38.7) (61.3) (0.0) 63.7

500人以上 34.0 (25.4) (74.6) (0.0) 66.0

大学卒

100人以上
33.7 (41.5) (58.5) (0.0) 66.3

500人未満

100人未満 46.6 (50.0) (50.0) (0.0) 53.4

規模計 21.9 (51.4) (43.4) (5.3) 78.1

500人以上 28.9 (27.2) (72.8) (0.0) 71.1

高校卒

100人以上
21.2 (74.5) (25.5) (0.0) 78.8

500人未満

100人未満 11.7 (50.0) (0.0) (50.0) 88.3

（注）１ 新規学卒者の採用の有無は，企業全体として見た場合の採用状況について集計し

たものである。

２ （ ）内は，新規学卒者の採用がある事業所を100とした割合である。

３ 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入しているため，内訳の合計が100となら

ない場合がある。
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第３表 職種別，学歴別，企業規模別初任給

100人以上
職 種 学 歴 企業規模計 500人以上 100人未満

500人未満

円 円 円 円

大学院修士
228,759 228,759 ― ―

課 程 修 了

新卒事務員 大 学 卒 200,291 210,341 194,288 187,988

短 大 卒 ＊ 172,316 ＊ 160,000 ＊ 177,489 ―

高 校 卒 159,660 ＊ 154,331 168,546 ＊ 148,200

大学院修士
238,123 240,000 ＊ 208,620 ―

課 程 修 了

新卒技術者 大 学 卒 204,736 216,556 195,206 ＊ 187,875

短 大 卒 180,218 182,237 ＊ 177,200 ＊ 172,433

高 校 卒 164,041 162,929 167,104 ―

大学院修士
236,430 237,862 ＊ 208,620 ―

課 程 修 了

計 大 学 卒 202,442 213,308 194,893 187,962

短 大 卒 178,965 180,654 177,342 ＊ 172,433

高 校 卒 163,060 162,028 167,593 ＊ 148,200

（注）１ 金額は，基本給のほか事業所の従業員に一律に支給される給与を含めた額（採用

のある事業所の平均）であり，時間外手当，家族手当，通勤手当等，特定の者にの

み支給される給与は除いている。

２ 「＊」は，調査実人員が５人以下であることを示す。
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第４表 職種別，企業規模別給与額等

その１ 給与比較の対象職種

令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ 構成員50人以上の支
店（社）の長（取締

100人以上
－ － － － －

役兼任者を除く。)
支 店 長 500人未満

100人未満 － － － － －

計 ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ
事

500人以上 63 53.3 672,676 0 672,676 ２課以上又は構成員
20人以上の部の長，

100人以上
35 52.7 468,075 800 467,275

職能資格等が上記部
事 務 部 長 500人未満 の長と同等と認めら

れる部の長及び部長
100人未満 16 52.2 467,090 0 467,090 級専門職（取締役兼

務 任者を除く。）
計 114 52.9 581,006 246 580,760

500人以上 20 50.6 569,190 175 569,015 前記部長に事故等の
あるときの職務代行

100人以上
23 49.5 372,419 632 371,787

者，職能資格等が上
事 務 部 次 長 500人未満 記部の次長と同等と

関 認められる部の次長
100人未満 7 47.6 440,512 0 440,512 及び部次長級専門

職，中間職（部長－
計 50 49.7 460,660 361 460,299 課長間）

500人以上 138 50.1 544,223 2,923 541,300 ２係以上又は構成員
10人以上の課の長，

係 100人以上
61 49.7 375,274 272 375,002

職能資格等が上記課
事 務 課 長 500人未満 の長と同等と認めら

れる課の長及び課長
100人未満 32 48.3 414,201 7,864 406,337 級専門職

計 231 49.8 481,597 2,907 478,690

職 500人以上 57 49.7 493,522 5,373 488,149 前記課長に事故等のあると

きの職務代行者，課長に直

100人以上
40 47.4 373,566 32,586 340,980

属し部下４人以上又は係長

事務課長代理 500人未満 等の役職者の部下を有する

者，職能資格等が上記課長

100人未満 14 45.9 393,343 18,707 374,636 代理と同等と認められる課

長代理及び課長代理級専門

種 計 111 48.4 437,659 16,861 420,798 職，中間職(課長－係長間)

500人以上 185 47.8 426,318 33,382 392,936 係の長及び係長級専
門職

100人以上
72 42.4 312,242 31,003 281,239事 務 係 長 500人未満

100人未満 35 44.3 339,729 7,879 331,850

計 292 46.1 387,811 29,739 358,072
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 124 43.2 365,970 31,574 334,396 係長等のいる事業所における

主任，係長等のいない事業所

事 100人以上
37 41.1 288,509 25,552 262,957

における主任のうち課長代理

事 務 主 任 500人未満 以上に直属し部下を有する者

務 ，係長等のいない事業所にお

100人未満 38 45.2 331,780 18,853 312,927 いて職能資格等が上記主任と

関 同等と認められる主任，中間

計 199 43.2 345,039 28,025 317,014 職（係長－係員間）

係
500人以上 438 35.8 305,771 26,777 278,994

職
100人以上

326 35.6 236,906 17,959 218,947種 事 務 係 員 500人未満

100人未満 129 36.3 239,847 12,666 227,181

計 893 35.8 271,108 21,519 249,589

（注）１ 「中間職（部長－課長間）」，「中間職（課長－係長間）」，「中間職（係長－係員間）」とは，そ
れぞれ括弧内の役職の両方がいる場合で，役職，職能資格又は給与上の等級（格付）から職責が括弧内
の役職の間に位置付けられる者をいう（以下同じ。）。

２ 「ｘ」は，調査実人員が１人の場合である（以下同じ。）。
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 4 55.5 764,247 0 764,247 構成員50人以上の工
場の長（取締役兼任

100人以上
－ － － － －

者を除く。）
工 場 長 500人未満

100人未満 － － － － －

計 4 55.5 764,247 0 764,247
技

500人以上 33 53.5 664,592 60 664,532 ２課以上又は構成員
20人以上の部の長，

100人以上
24 53.8 496,271 398 495,873

職能資格等が上記部
技 術 部 長 500人未満 の長と同等と認めら

れる部の長及び部長
100人未満 2 58.5 441,000 0 441,000 級専門職（取締役兼

術 任者を除く。）
計 59 53.8 588,543 195 588,348

500人以上 20 51.4 567,910 155 567,755 前記部長に事故等の
あるときの職務代行

100人以上
10 53.4 416,510 8,092 408,418

者，職能資格等が上
技 術 部 次 長 500人未満 記部の次長と同等と

関 認められる部の次長
100人未満 ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ 及び部次長級専門

職，中間職（部長－
計 31 52.1 512,786 2,710 510,076 課長間）

500人以上 129 50.1 549,280 2,196 547,084 ２係以上又は構成員
10人以上の課の長，

係 100人以上
78 49.2 404,870 3,689 401,181

職能資格等が上記課
技 術 課 長 500人未満 の長と同等と認めら

れる課の長及び課長
100人未満 19 50.0 483,079 36,376 446,703 級専門職

計 226 49.8 493,874 5,585 488,289

職 500人以上 67 48.0 490,006 2,440 487,566 前記課長に事故等のあると

きの職務代行者，課長に直

100人以上
38 48.5 397,257 56,566 340,691

属し部下４人以上又は係長

技術課長代理 500人未満 等の役職者の部下を有する

者，職能資格等が上記課長

100人未満 10 46.2 417,018 61,267 355,751 代理と同等と認められる課

長代理及び課長代理級専門

種 計 115 48.0 453,012 25,441 427,571 職，中間職(課長－係長間)

500人以上 227 45.4 459,196 61,840 397,356 係の長及び係長級専
門職

100人以上
63 47.3 397,736 49,584 348,152技 術 係 長 500人未満

100人未満 26 44.0 376,184 56,692 319,492

計 316 45.6 440,113 58,973 381,140
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 152 42.6 441,572 72,713 368,859 係長等のいる事業所における

主任，係長等のいない事業所

技 100人以上
65 47.6 353,967 34,374 319,593

における主任のうち課長代理

技 術 主 任 500人未満 以上に直属し部下を有する者

術 ，係長等のいない事業所にお

100人未満 14 38.7 329,137 52,186 276,951 いて職能資格等が上記主任と

関 同等と認められる主任，中間

計 231 43.8 410,107 60,681 349,426 職（係長－係員間）

係
500人以上 454 34.3 314,307 36,685 277,622

職
100人以上

279 35.3 266,051 31,290 234,761種 技 術 係 員 500人未満

100人未満 38 31.7 264,539 34,775 229,764

計 771 34.5 294,392 34,639 259,753
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その２ 給与比較の対象外職種

令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 7 52.7 732,496 161 732,335 構成員50人以上の所
の長（取締役兼任者

100人以上
－ － － － －

を除く。）
研 究 所 長 500人未満

100人未満 － － － － －

計 7 52.7 732,496 161 732,335
研

500人以上 32 47.6 568,655 3,143 565,512 ２室（係）以上又は
構成員７人以上の部

100人以上
－ － － － －

（課）の長
研究部（課）長 500人未満

100人未満 － － － － －
究

計 32 47.6 568,655 3,143 565,512

500人以上 41 44.2 476,844 41,943 434,901 構成員３人以上の室
（係）の長

100人以上
－ － － － －研究室（係）長 500人未満

関
100人未満 － － － － －

計 41 44.2 476,844 41,943 434,901

500人以上 78 42.9 480,047 51,692 428,355 研究員より上位の者
（研究所長の職名を

係 100人以上
－ － － － －

有する者，前記研究
主 任 研 究 員 500人未満 部（課）長及び研究

室（係）長を除
100人未満 － － － － － く。）

計 78 42.9 480,047 51,692 428,355

職 500人以上 120 32.6 354,804 55,077 299,727

100人以上
－ － － － －研 究 員 500人未満

100人未満 － － － － －

種 計 120 32.6 354,804 55,077 299,727

500人以上 ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ

100人以上
－ － － － －研 究 補 助 員 500人未満

100人未満 － － － － －

計 ｘ ｘ ｘ ｘ ｘ
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 － － － － －

100人以上
－ － － － －学 長 500人未満

100人未満 － － － － －

計 － － － － －
教

500人以上 － － － － －

100人以上
－ － － － －副 学 長 500人未満

100人未満 － － － － －
育

計 － － － － －

大 500人以上 － － － － －

100人以上
－ － － － －学 部 長 500人未満

関 100人未満 － － － － －

計 － － － － －

500人以上 16 52.2 620,933 92,338 528,595

100人以上
21 55.8 563,161 0 563,161係 教 授 500人未満

100人未満 － － － － －
学

計 37 54.2 588,143 39,930 548,213

500人以上 17 47.7 510,667 34,353 476,314
職

100人以上
18 48.1 450,186 0 450,186准 教 授 500人未満

100人未満 － － － － －

計 35 47.9 479,562 16,686 462,876
種

500人以上 15 41.3 483,648 78,507 405,141

100人以上
15 43.9 396,903 0 396,903講 師 500人未満

100人未満 － － － － －

計 30 42.6 440,275 39,253 401,022
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 11 41.4 354,850 4,727 350,123

大 100人以上
13 38.8 331,360 0 331,360助 教 500人未満

学 100人未満 － － － － －

計 24 40.0 342,126 2,167 339,959
教

500人以上 － － － － －

100人以上
－ － － － －校 長 500人未満

100人未満 － － － － －
育

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

高 100人以上
－ － － － －教 頭 500人未満

関
100人未満 － － － － －

計 － － － － －

等 500人以上 － － － － －

係 100人以上
－ － － － －主 幹 教 諭 500人未満

100人未満 － － － － －

学 計 － － － － －

職 500人以上 － － － － －

100人以上
－ － － － －指 導 教 諭 500人未満

校 100人未満 － － － － －

種 計 － － － － －

500人以上 － － － － －

100人以上
－ － － － －教 諭 500人未満

100人未満 － － － － －

計 － － － － －
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 － － － － － 遠洋
航行区域に限定の

遠 100人以上
－ － － － －

ない総トン数20トン
500人未満 以上の船舶の乗組員

洋 100人未満 － － － － － 近海
北緯63度から南緯

計 － － － － － 11度の間及び東経94
海 度から175度の間の

500人以上 － － － － － 水域を航行区域とす
る総トン数20トン以

船 長 近 100人以上
－ － － － －

上の船舶の乗組員
500人未満

沿海・平水
機 関 長 海 100人未満 － － － － － 港内又は湾内を航

事 行区域とする総トン
計 － － － － － 数５トン以上の船舶

の乗組員
500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

関 ・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

係 遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －

職 500人以上 － － － － －

一等航海士 近 100人以上
－ － － － －500人未満

一等機関士 海 100人未満 － － － － －

種 計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 － － － － －

遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －
海

500人以上 － － － － －

二等航海士 近 100人以上
－ － － － －500人未満

二等機関士 海 100人未満 － － － － －
事

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

関 ・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

係 遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －

職 500人以上 － － － － －

三等航海士 近 100人以上
－ － － － －500人未満

三等機関士 海 100人未満 － － － － －

種 計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 － － － － －

遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －
海

500人以上 － － － － －

近 100人以上
－ － － － －運 航 士 500人未満

海 100人未満 － － － － －
事

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

関 ・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

係 遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －

職 500人以上 － － － － －

甲 板 長 近 100人以上
－ － － － －500人未満

操 機 長 海 100人未満 － － － － －

種 計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 － － － － －

遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －
海

500人以上 － － － － －

甲 板 手 近 100人以上
－ － － － －500人未満

操 機 手 海 100人未満 － － － － －
事

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

関 ・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －

500人以上 － － － － －

係 遠 100人以上
－ － － － －500人未満

洋 100人未満 － － － － －

計 － － － － －

職 500人以上 － － － － －

甲 板 員 近 100人以上
－ － － － －500人未満

機 関 員 海 100人未満 － － － － －

種 計 － － － － －

500人以上 － － － － －

沿 100人以上
－ － － － －海 500人未満

・
平 100人未満 － － － － －
水

計 － － － － －
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令和２年４月分平均支給額
調 査 平均

職 種 名 企業規模 きまって 備 考
実人員 年齢 支給する うち時間 (A)-(B)

給与 (A) 外手当(B)

人 歳 円 円 円

500人以上 － － － － － 見習，外国語の電話
交換手を除く。

100人以上
－ － － － －電 話 交 換 手 500人未満

技 100人未満 － － － － －

計 － － － － －
能

500人以上 － － － － － 業務委託契約等に基
づき，他の事業所に

・ 100人以上
－ － － － －

おいて業務に従事し
自 家 用 乗 用 500人未満 ている者を除く。
自動車運転手

労 100人未満 － － － － －

計 － － － － －
務

500人以上 4 57.3 381,291 23,583 357,708

関 100人以上
－ － － － －守 衛 500人未満

係 100人未満 － － － － －

計 4 57.3 381,291 23,583 357,708
職

500人以上 － － － － －

種 100人以上
－ － － － －用 務 員 500人未満

100人未満 － － － － －

計 － － － － －
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２ 職員給与と民間給与との比較

第５表 職員給与と民間給与との較差

公民較差 (A)－(B)

民間給与 (A) 職員給与 (B) (A)－(B)
×100

(B)

△116 円
367,901 円 368,017 円

（ △0.03 ％）

（注）１ この表は，県にあっては行政職給料表適用者，民間にあってはこれに相当する事

務・技術関係職種の職務に従事する者について，役職，年齢，学歴等が同等である

と認められる者の相互の４月分の給与を比較したものである。なお，役職の比較に

当たっては，次の表によったものである。

２ 「民間給与」は，行政職給料表適用者と比較し得た民間従事者の給与について当

該比較し得た行政職給料表適用者の人員構成に合わせて加重平均したものをいい，

「職員給与」は，民間従事者と比較し得た行政職給料表適用者の平均給与をいう。

したがって，この表における「職員給与」は，職員の給与等に関する報告及び勧

告（令和２年11月６日）の参考資料第２表における「平均給与月額」と若干異なる

ものである。

（参考） 公民比較対応表

民 間 の 対 応 職 種

県職員(行政職)

職 務 の 等 級 企業規模 企業規模 企業規模

500人以上 100人以上500人未満 100人未満

支店長・工場長

９級 部 長

部 次 長

８級 支店長・工場長

課 長 部 長

７級 部 次 長 支店長・工場長

部 長

６級 部 次 長

課 長 代 理 課 長

５級 課 長

４級 課 長 代 理 課 長 代 理

係 長

３級 係 長 係 長

２級 主 任 主 任 主 任

１級 係 員 係 員 係 員

（注） 係制を採っていない事業所において，課長代理以上に直属し，直属の部下を有する

主任については，係長に含めている。




